水と緑の森づくり事業「再生の森事業」Q&A
平成３０年４月
	１　実施要領第２の２で対象森林を定めているが、対象外とする森林について、具体的に何を指しているのか。

	■県民から徴収した水と緑の森づくり税を財源としていることから、国、県が所有する森林は、必要な財源を自ら調達し、適正に管理していくべきである。よって対象森林としない。
■県管理の森林とは県有林、県が所有する森林、及び保安改良事業等の実施が見込まれる、或いは計画が明らかな森林。

■公的管理の分収林とは、独立行政法人森林総合研究所森林農地整備センターが行う分収林、県行造林、県林業公社、市町村分収林。

	２　実施要領に不要木の処分についの記載がないが、伐採した不要木はどうするか。　　

	■不要木伐採事業は、協定に基づいて、森林所有者が荒廃した森林を適正に伐採し、再生させる事業である。県はこれに要する費用相当額を交付する。
■したがって、伐採された不要木は、所有者の責任において安全に管理し、その後の処分について県は関与しない。


	３　実施要領別表の不要木伐採の実施基準２の本数伐採率30％以上の考え方はどうか。

	■事業の対象は１０年以上、間伐実施していない高齢林であり、協定により10年間適正な管理を行うとしていることから、通常の間伐に比べて強度の不要木伐採が適当である。従って本数伐採率30％以上としている。

■なお、上層林冠を積極的に開けて下層植生の成長を促す伐採を行う必要があることから、被圧木などは伐採本数にカウントしない。


	４　実施要領別表の不要木伐採の実施基準１の３６年生以上と一体的な整備とはどういう場合か。

	■３６年生以上の森林を主体に、３６年生未満の森林が連担して団地性を有することで、森林の再生や森林の公益的機能の発揮が単独で行うより効率的に見込める合理的な理由がある場合。

	５　事業の対象となる森林の面積の算出方法については特に記載がないが、どのように決定するのか。　

	■植栽当時の測量図面、森林簿、森林計画図及び航空写真等の既存の資料やGIS等を用いて計測し、決定する。
■この事業のための新たな測量は要しない。したがって、仮に新たに測量を行ったとしても、別途交付するものではない。


	６　実施要領別表の森林保険の加入があるが、どんな場合に加入するのか。

	■森林保険への加入は、事業及び事業実施後にボランティアなど県民が管理に参画する場合等、万が一の森林火災等に備えるものである。
■森林所有者の同意が得られ、かつボランティアなどの活動の場となる可能性のある森林では、上層木に対しての保険に加入する。保険期間は１０年とする。

	７　実施要領第８の１の（２）に記載する交付金額は、何をもって決定するのか。

	■森林所有者（個人）が自ら実施した場合は、県が別途定める「標準経費」の該当欄による。
■森林組合・林業事業体が実施した場合は、委託費と「標準経費」とを比較し、安価な価格を交付額とする。
■「標準経費」は、作業を省力・低コストで実施することを基本とし、造林事業等の単価設定基準に準じて、成立本数、作業の効率性等を考慮して決定する。

	８　実施要領別表の侵入竹林、及び竹林伐採の実施基準の竹の再発生時の管理方法とはどんなことか。
	■竹の特性として、皆伐しても地下茎が旺盛であれば、翌年以降も生え続けることから、継続した伐採が不可欠である。

■しかし、成長力が強く、植生密度も高い竹を翌年度以降適切に管理することは、森林所有者だけでは経済面・作業面から必ずしも充分に行うことができない。
■再生の森事業の広葉樹植栽などを活用し、樹種転換を行い、造林補助事業などを利用して植栽後5年間下刈りを行うなどの管理や、「みーもの森づくり事業」を活用し、地域住民による竹林管理や、タケノコ生産組合との協働などによる管理などと組み合わせて実施する事で未来継続型の取組を行うことを想定する。

	９　交付要綱別表の交付対象者の③林業事業体とはどういったものか。

	■林業事業体については、県内各地域にその地元に則した様々な林業事業体が存在することから、各出先事務所にて3者協定の丙としての適正を判断し、協定を締結する。
■適正な林業事業体とは、①林業を生業としている専門的な事業体でかつ②作業員への安全教育の実施・労災保険等の加入等（林災防に加入しているなど）他の協定者に対してその責任を遂行できる事業体である。
■また、協定書の第6条にて定める義務の履行について考慮すれば、遠方の事業体や県外の事業体との協定の締結については、慎重に判断する必要がある。

	１０　再生の森事業の協定期間内において、周辺の利用間伐などを行うため、既施行地において林内路網を開設する必要がある場合、その行為は認められるか。
	■施行者は、路網開設の理由、路網延長、開設面積等を記した事業計画書（任意様式）、路線図面及び再生の森事業協定締結者の同意書を知事あてに提出し、計画が承認された場合のみ開設できる。施行者は、事業の効果が損なわれることの無いよう、協定森林における開設面積を最小限にとどめるよう留意する。
■路網開設後は、実施要領第5条に基づき速やかに協定を変更する。

■なお、事業完了年度の翌年度から起算して、５年以内に路網の開設が行われる場合も、交付金の返還は不要とする。

	１１　再生の森事業の協定期間内において、利用間伐を実施することは可能か。
	■再生の森事業施業地については、協定期間内は「適切な管理」をすることとされており、また、協定期間終了後も公益的機能を十分に発揮させるための施業等を行い、保全することに努めることとされている。よって、適期に行われる施業については実施可能である。

	１２　森林境界確認の実績は何をもって確認するか。
	■「森林境界確認」の具体的な内容は、森林簿、森林計画図、登記簿その他の書類による、区域の面積、森林所有者、境界の状況、その他境界の測量に必要な森林情報の収集や、境界が不明瞭な森林で行う境界の確認・測量等。
■そのため、事業検査の際には、支出根拠書類、活動状況写真、測量成果等によって実績を確認する。
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